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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 12,488,45912,523,46413,420,43914,697,40315,197,138

経常利益 (千円) 665,198 766,815 767,1281,201,8541,588,263

当期純利益 (千円) 181,473 625,445 433,227 671,792 901,593

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 627,250 636,955 649,375 674,184 674,184

発行済株式総数 (株) 67,000 67,329 67,750 68,591 68,591

純資産額 (千円) 5,517,8416,095,3746,459,6977,064,7877,814,251

総資産額 (千円) 7,070,2627,963,1028,025,4319,314,12110,203,349

１株当たり純資産額 (円) 82,355.8590,531.1995,346.08102,998.75113,925.32

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

1,000.00

(500.00)

1,500.00

(500.00)

1,500.00

(500.00)

2,000.00

(750.00)

2,500.00

(1,000.00)

１株当たり当期純利益 (円) 2,708.569,318.596,404.339,898.5213,144.49

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 2,681.359,203.956,353.619,841.68 ―

自己資本比率 (％) 78.0 76.5 80.5 75.9 76.6

自己資本利益率 (％) 3.3 10.8 6.9 9.9 12.1

株価収益率 (倍) 46.52 11.91 17.18 11.62 6.54

配当性向 (％) 36.9 16.1 23.4 20.2 19.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △90,747 898,843 258,3921,152,2431,343,250

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △317,232 382,763△136,430△110,079△101,575

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △77,016 △46,119 △76,291 △68,815△155,196

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 2,515,7243,751,2113,796,8824,770,2315,856,709

従業員数 (人) 777 738 724 745 779
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(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第21期の１株当たり配当額1,500円（１株当たり中間配当額500円）には、創立20周年記念配当500円を含んで

おります。第23期の１株当たり配当額2,000円（１株当たり中間配当額750円）には、特別配当500円を含んで

おります。

４　第24期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。

　

２ 【沿革】

昭和60年９月 コンピューターサービス株式会社(現　株式会社ＣＳＫホールディングス)と日本ア

イ・ビー・エム株式会社の合弁契約に基づき、東京都新宿区に日本インフォメー

ション・エンジニアリング株式会社(資本金３億円)を設立。

昭和60年11月大阪府大阪市北区に大阪事務所を開設。

平成元年６月 大阪事務所を西日本支社に名称変更。

平成３年11月 通商産業省の「システム監査企業台帳」へ登録される。

平成６年３月 東京都中野区に中野オフィスを開設し、本社と五反田事業所を中野オフィスへ移転

統合。

平成８年11月 ISO(国際標準化機構)の規定に基づいた文書管理に関する自社パッケージソフト

「ISOBRAIN」を開発。

平成９年３月 財団法人日本品質保証機構より、ISO9001の認証を取得。

平成12年４月 商号を株式会社ジェー・アイ・イー・シーへ変更し、本社を東京都中野区から新宿

区へ移転。

平成12年11月コンピュータ・アソシエイツ株式会社(現　日本ＣＡ株式会社)と同社製品に関する

販売代理店契約を締結。

平成13年７月 東京証券取引所市場第二部へ上場。

平成13年12月財団法人日本品質保証機構より、ISO9001：2000の認証を取得。

平成14年３月 シーエスケイ関西システム株式会社を事業統合。

平成14年４月 財団法人日本情報処理開発協会より、プライバシーマーク使用許諾の認定取得。

平成15年１月 日本アイ・ビー・エム株式会社とＩＢＭビジネスパートナー契約(ＳＩＢＰ)を締

結。

平成15年３月 西日本支社を大阪オフィスに名称変更。

平成16年９月 執行役員制度を導入。

平成17年１月 大阪オフィスを大阪市中央区へ移転。
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３ 【事業の内容】

当社は、ＩＴの強みを活かしたサービスプロバイダーを目指すＣＳＫグループに属しております。

ＣＳＫグループは、親会社である株式会社ＣＳＫホールディングスを中心に、グループ各社がシステム開

発、システム運用、ＢＰＯ
(注)
（Business Process Outsourcing）等、それぞれ専門性の高いサービスを提供

しております。

その中で当社は、ＩＢＭの製品・技術、特に基盤技術に精通しており、高度な基盤技術を必要とするシス

テム開発、大規模なオンライン・リアルタイム・システム開発領域においてグループにおける中核的役割

を果たしております。基盤技術とは、オペレーティング・システムやデータベース、ネットワーク等の基本

製品を組み合わせる応用技術であり、アプリケーションに依存しない制御技術であります。

　

(注)　ＢＰＯ(Business Process Outsourcing　業務運用サービス)

効率性向上のために業務を外部企業に委託すること。

　

事業の系統図は、以下のとおりであります。

(注)　親会社の子会社であります。

　

　

４ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
被所有割合
(％)

関係内容

株式会社
ＣＳＫホールディングス

東京都港区 73,225 持株会社 69.5
事務所の賃借及び資金の預入れ
役員の兼任　２名

(注)　有価証券報告書の提出会社であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

779人 36歳　　10ヶ月 ９年　　３ヶ月 6,384千円

(注) １　従業員数には正社員763人のほか、契約社員４人及び受入出向者12人が含まれております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外給与を含めております。

なお、通勤手当は含まれておりません。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労働組合に代わるものとして、管理職を除く正社員による任意団

体「株式会社ジェー・アイ・イー・シー社員会（以下「社員会」）」を設け、社員会より選出された社

員代表等と意見交換を行うことで、労使関係は円滑に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当期のわが国経済は、原油をはじめとした原材料価格の高騰や米国発のサブプライムローン問題が世

界経済全体に悪影響を及ぼし始めており、非常に不安定な状況が続きました。その結果、好調を維持して

きた企業業績にも少なからず暗い影を落とし、景気の先行きを占う株価や為替も日々神経質な動きを見

せております。さらに、個人消費においても、生活必需品の相次ぐ値上げにより家計支出が抑制されるな

ど、消費者の購買意欲は急速に減退する傾向が見られました。

　

このような環境の中、当業界においては、企業の情報化投資は引き続き堅調ではあるものの、その一方

で、次年度へ持ち越しとなる案件が散見されるなど、企業のコスト削減やＲＯＩ重視の姿勢が見られまし

た。当社においても、顧客都合による案件立ち上げの遅れのため、下期に想定していた売上が先送りと

なったことなどにより、通期での売上は前年に比べて微増に留まりました。

以上のように、期末に向けた動きの中で、売上の伸びが当初の想定よりもやや鈍化する傾向となったも

のの、コスト管理の徹底とマネジメントの強化により生産性が向上したことやプロジェクトレビューが

有効に機能し不採算案件の発生が抑えられたことなどにより、利益については計画を大きく上回りまし

た。

　

これらの結果、当事業年度の業績は以下のとおりとなりました。

売上高は、前事業年度に比べ499百万円増加し、15,197百万円（前事業年度比＋3.4％）となりました。

これは主に金融分野において売上が拡大したことによるものであります。

営業利益は、前事業年度に比べ367百万円増加し、1,556百万円（前事業年度比＋30.9％）となりまし

た。これは、主に売上高増加に伴う売上総利益の増加及び生産性向上による売上総利益率の改善によるも

のであります。

経常利益は、前事業年度に比べ386百万円増加し、1,588百万円（前事業年度比＋32.2％）となりまし

た。

当期純利益は、前事業年度に比べ229百万円増加し、901百万円（前事業年度比＋34.2％）となりまし

た。

売上高、営業利益、経常利益、当期純利益は、それぞれ当社創業以来最高となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前事業年度に比べ191百万円増加し、1,343百万円と

なりました。営業収入は、前事業年度に比べ815百万円増加し、15,421百万円となりました。これは前事業

年度３月末検収案件の回収及び当事業年度の売上の増加によるものであります。なお、法人税等の支払額

の増加は、利益の増加に伴い期末及び中間納付額が増えたことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用したキャッシュ・フローは、前事業年度に比べ8百万円減少し、101百万円となりまし

た。これは主に前事業年度に資金運用として投資有価証券を取得したこと及び当事業年度において新規

ビジネスの事業化投資として有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出があったことによるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動に使用したキャッシュ・フローは、前事業年度に比べ86百万円増加し、155百万円となりまし

た。これは、前事業年度にはストックオプションの行使による株式発行収入があったこと及び増配に伴い

配当金の支払額が増えたことによるものであります。

　

これらの結果、当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末から1,086百万円増

加し、5,856百万円となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社ジェー・アイ・イー・シー(E05110)

有価証券報告書

 7/53



２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　

品目 生産高(千円) 前年同期比(％)

システム開発 14,701,466 3.3

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。
２　生産実績は、販売価格に基づいて算出しております。

　

(2) 受注実績

　

品目 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

システム開発 14,753,256 5.0 1,520,841 △4.9

製品販売 295,582 △49.7 85,112 △44.8

合計 15,048,839 2.8 1,605,954 △8.5

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

　

品目 販売高(千円) 前年同期比(％)

システム開発 14,832,361 4.6

製品販売 364,776 △28.7

合計 15,197,138 3.4

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、以下のとおりであります。

　

相手先

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

株式会社野村総合研究所 2,256,993 15.4 2,310,903 15.2

株式会社ジェイティービー情報システム 1,645,671 11.2 1,662,922 10.9

日本アイ・ビー・エム株式会社 1,645,652 11.2 1,389,263 9.1

株式会社ＣＳＫシステムズ　(注) 1,550,785 10.6 481,786 3.2

　(注)　平成19年７月１日付で、株式会社ＣＳＫシステムズを分割会社とし、株式会社ＣＳＫシステムズ西日本（Ｃ

ＳＫシステムズ西日本設立準備株式会社より社名変更）、株式会社ＣＳＫシステムズ中部（ＣＳＫシステ

ムズ中部設立準備株式会社より社名変更）、株式会社ＣＳＫ－ＩＴマネジメント（株式会社ＣＳＫネット

ワークシステムズより社名変更、同日付でＣＳＫフィールドサービス株式会社を吸収合併）を承継会社と

する吸収分割を実施しております。

　

２　金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

顧客企業においては、情報化投資を含む設備投資は堅調に推移しております。このような環境の中、当社

の得意とする「基盤技術」に基づく「大規模オンライン・リアルタイム・システム」や「システム統

合」、「内部統制システム」等の投資も拡大しております。その傾向は、主要顧客である金融分野、運輸・旅

行分野において特に顕著であり、システム開発の大型化、納期短縮、セキュリティ強化等顧客からのより高

度な要求に応えていくため、「プロジェクト・マネジメント力の強化」と「ヒューマンリソースの確保」

に注力しております。

　

(1) 「基盤技術」のさらなる強化

企業におけるシステム障害や情報漏洩などのトラブルが多発しており、信頼性の高いシステムを運用

する上で、システム基盤（インフラ）の重要性が益々高まってきております。その中で当社は、強みであ

る「基盤技術」をソリューションとして体系化を進め、顧客企業に対して提供していくため、特色である

「基盤技術」の専門集団を育成し、ソリューションの提供を加速させてまいります。

　

(2) プロジェクト・マネジメント力の強化

当社は、システム開発における品質の向上、不採算案件の発生防止、適正利益の確保を目的として、「プ

ロジェクトレビュー制度」を運用しております。プロジェクトレビューは、見積り、契約・計画、局面、完

了の各タイミングで実施しております。また、レビューの効果を上げるため、制度や運用面での見直しを

随時実施しております。

また、プロジェクト・マネージャーをサポートする「ＰＭＯ（プロジェクト・マネジメント・オフィ

サー）制度」についても効果的な運用を図ってまいります。

この他、プロジェクト・マネジメント教育や勉強会等による人材育成を積極的に行ってまいります。

　

(3) ヒューマンリソースの確保

拡大する需要に対するヒューマンリソースは慢性的に不足する傾向にあります。

そのため当社は、新卒・中途採用の強化、新規ビジネスパートナーの開拓及び既存ビジネスパートナー

との連携強化に注力しております。

また、ヒューマンリソースの有効活用のため、新卒研修を始めとした研修体系のさらなる充実を図り、

また、技術教育にも注力しており、当社のコアコンピタンスである基盤技術について集中的な教育を実施

しております。中でも、メインフレーム技術分野において高度な基盤技術を有する技術者に、Ｗｅｂ技術

を集中教育することにより、複数の基盤技術に対する高スキル技術者（ハイスキル・マルチプレー

ヤー）へと育成しております。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性があると考えられる事項には、以下のようなものがあります。なお、将来に関する事項を記載

している場合には、当該事項は当事業年度末現在において判断したものであります。

　

(1) 顧客の設備投資にかかる影響等について

近年の情報サービス業界は、顧客のニーズの高度化とＴＣＯが厳しく求められるようになり、業界のお

かれた環境は総じて厳しい状況となっております。このような環境の中、ハードウェアメーカー、ＩＴ関

連商社、大企業から独立する情報システム子会社等が情報サービス業界への参入や事業強化を図ってお

り、この結果、業界内での競争激化が進み、収益力の維持に多大な経営努力が必要となってきております。

このような状況に対して、リアルタイムでの処理が求められる大規模オンラインシステム、システム統

合の開発実績に裏付けられた基盤技術、運輸・旅行分野で蓄積されたノウハウ等、得意分野に注力するこ

とによって差別化を図るとともに、「長年にわたり築いた顧客との信頼関係」及び「実務を通じて蓄積

されたプロジェクト・マネジメント力と高度な技術力・サービスノウハウを有する人材」という経営資

源の活用及び事業ノウハウの蓄積により、今後も業界内外の影響を受けにくい経営体制の整備に努力し

てまいります。

しかし、経済環境、お客様のニーズが急速かつ多面的に変化した場合、業界内部での価格競争が、現状を

大幅に超える水準で継続した場合等には、当社の財政状態及び経営成績は大きく影響を受ける可能性が

あります。

　

(2) 特定の取引先への依存度について

当社の平成20年３月期における売上高のうち、取引先上位５社の占める割合は50.0％となっておりま

す。

これら主要取引先とは取引基本契約書を締結しており、取引開始以来長年にわたり安定した取引関係

が継続しております。しかしながら、今後各社の事業方針の変更があった場合、当社がサービスの提供に

あたって信頼を損なうような問題を発生させた場合等、何らかの事情により各社との取引が減少あるい

は解約される事態となった場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 特有の法規制について

情報サービス業界は、他業種に比べ歴史が浅いこと、また、監督官庁による規制が必要な業種ではない

等の要因から、現時点では法規制による事業活動への特段の制約はないものと考えております。

なお、情報サービス業における請負契約に近接する関連法令として、労働者派遣法があります。当社は、

高度なサービスの提供のためには、顧客の了解のもと請負形態でのサービス提供が必須であると考え、原

則として、顧客との契約にあたっては、労働者派遣法には該当しない契約形態を採用してまいりました。

また、当社の協力会社との契約形態は、協力会社側の経営状況等に応じ、一部労働者派遣法に基づく契約

を締結しております。当該契約形態に関し、昨今法改正が実施されておりますが、適切な対応を実施して

おり、現時点においては特段の影響があるものとは考えておりません。しかし、わが国における近年の就

労意識は、従来の終身雇用型の慣例を離れ大きく変化しており、特に、若年層～中堅層の就労状況につい

ては一時雇用や転職が大幅に増加しております。これらを背景として、労働関連法令の変更が行われるこ

とも想定され、また、社員採用活動が影響を受け、当社にとって不利益な結果をもたらす可能性がありま

す。
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(4) 取引慣行について

当社が行うシステム開発、コンピュータ及びネットワーク機器の販売については、３月、９月、12月の順

に、検収・納品が集中する傾向にあります。

特に、３月に検収・納品が集中することから、第４四半期の業績が大きな比重を占めており、上半期に

比べ、下半期に売上・利益が集中する傾向にあります。また、第１四半期は、検収・納品が少ないこと及び

定期採用社員の教育費用により、他の期間と比べ売上及び利益とも低い水準となります。

また、顧客の予算残高や予算の設定状況によっては、当社への発注等が当初予定した時期と異なる場合

も発生し、売上等の計上時期が変動することがあります。

　

(5) 外注依存度について

当社は顧客から受注したシステム開発において、開発規模、開発スケジュールによって、当社の社内技

術者だけでは要員が不足する場合があります。また、当社の社内技術者だけでは対応しきれない特殊で汎

用性の無い技術が必要になる場合もあります。

このように顧客のニーズに対応するにあたり、当社の社内技術者のみでは対応しきれない場合、人件費

の固定化を回避する意味でも積極的に協力会社を活用することにより対応しております。当社の売上原

価のうち当期総製造費用に占める外注費の割合は、平成20年３月期で51.5％となっており、今後も継続す

るものと想定されます。協力会社の確保につきましては、ビジネスパートナー協業推進室において情報の

共有化を進める等、協力会社との良好な関係を構築しております。しかしながら、当社が必要とする技術

スキルを持った協力会社の確保が十分に出来なかった場合等には、当社の事業活動に支障が生じる可能

性があります。

　

(6) 赤字プロジェクトの発生について

当社の行うシステム開発におきましては、一括請負契約による受託が多く、受注時においては利益が計

画されるプロジェクトであっても、当初見積った以上に作業工数が発生することによって赤字が計上さ

れることがあります。

当社では、赤字プロジェクトの発生を抑制するため、受注前の見積段階からプロジェクトレビューを実

施することにより、見積精度の向上、リスク管理の徹底、品質の維持など、プロジェクト管理体制を整備、

強化すると同時に、プロジェクト・マネージャー、リーダー育成のための教育に注力しております。しか

しながら、多額の赤字プロジェクトが発生した場合には、業績に影響を与える可能性があります。
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(7) 顧客情報の機密保持について

当社の行うサービスは、システム開発というその業務の性格上、顧客の機密情報に触れることが多いた

め、機密保持については当社社員並びに協力会社の社員を厳しく指導しております。中でもシステム開発

支援サービスでは、顧客の情報システム部門に、かかる社員が常駐し、顧客のシステム開発担当者と共同

で作業を行うことが主体となっております。したがって、当該部門に常駐する社員は、その作業の必要に

応じて顧客のデータベース等にアクセスすることにより、顧客の機密情報を知り得る立場にあります。当

社では、こうした社員に対し徹底したモラル教育を行うと共に、守秘義務の認識を徹底するためリーガル

マインドを育成し、機密情報の漏洩防止に努めております。また、協力会社の社員については、機密保持に

関する契約を締結し対策を講じております。

なお、個人情報保護につきましても、機密保持と同様の対策を講じております。

しかしながら、万一情報漏洩が発生した場合には、顧客からクレームを受け、業務委託に関する契約の

解約、あるいは損害賠償請求を受ける可能性が無いとは言い切れません。かかる場合には当社は業界にお

ける信用を失い、また、当社の事業展開あるいは財政状態において影響を受ける可能性があります。

　

(8) 会計法令の変更について

会計・税務面にかかる関連法令においては、平成12年３月期より新しい会計制度が順次導入されてお

り、税務関連法令も随時改定がなされてまいりました。また、並行して決算情報の開示に関しては、開示内

容の充実・四半期決算の実施、決算早期化などが求められてきました。当社としましては、随時適切な対

応を行っており、関連法令の遵守と開示水準の向上に努力しております。

しかし、情報サービス業にかかる会計基準は、必ずしも会計慣行が定まっていない部分があることか

ら、会計基準及び監査手続きが整備されつつあり、また、国際会計基準の動向など企業会計に影響をもた

らす要因も存在します。このため、会計慣行及び会計制度に大きな変更があった場合、当社の財政状態・

経営成績の変動要因となる可能性があります。

　

(9) 役員・大株主・関係会社等に関する重要事項等

（当社の株式について）

当社の発行済株式総数は68,591株となっており、株式会社ＣＳＫホールディングスが69.51％を所有

しております（平成20年３月31日現在）。なお、特定大株主の買付によって当社の流通株式比率が低下

するようなことがあれば、株式会社東京証券取引所の上場廃止基準に抵触することとなる可能性があ

ります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当事業年度の研究開発活動については、特段の記載事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

次の文中における今後の事業戦略及び将来に関する記載は、当事業年度末現在における判断によるもの

であり、今後の経済環境及び経営状況によっては、変更になる可能性があります。

また、関連する記載が、「１　業績等の概要」、「３　対処すべき課題」、「４　事業等のリスク」にもあり

ますのでご参照ください。

　

(1) 財政状態

資産合計は、前事業年度末に比べ889百万円増加し、10,203百万円（前事業年度末比＋9.5％）となりま

した。

流動資産の増加833百万円は、主に現金及び預金の減少1,182百万円、グループ内預け金
(注)１

の増加

2,269百万円、売掛金の減少241百万円によるものであります。

固定資産の増加56百万円は、主に新規ビジネスの事業化投資として有形固定資産及び無形固定資産が

増加したことよるものであります。

負債合計は、前事業年度末に比べ139百万円増加し、2,389百万円（前事業年度末比＋6.2％）となりま

した。これは主に未払費用の増加によるものであります。

純資産合計は、前事業年度末に比べ749百万円増加し、7,814百万円（前事業年度末比＋10.6％）となり

ました。これは主に当期純利益による増加であります。

　

(注) １ グループ内預け金

「ＣＳＫグループ・キャッシュマネジメントシステム」(ＣＭＳ：ＣＳＫグループの資金効率化を目的)に

よる預入れであります。なお、当該預け先は、ＣＭＳの母体であり当社の親会社でもある株式会社ＣＳＫホー

ルディングスであります。

　

(2) 経営成績

経営成績につきましては、「１　業績等の概要」に記載しておりますとおり、売上高15,197百万円（前

事業年度比＋3.4％）、営業利益1,556百万円（同＋30.9％）、経常利益1,588百万円（同＋32.2％）、当期

純利益901百万円（同＋34.2％）となりました。

次期の見通しにつきましては、国内景気の先行きは引き続き予断を許さない状況が続くものと予想さ

れることから、顧客の動向には十分注意していく必要があると考えます。

当社は、次期を「変革への起点」と位置付け、引き続き強みである「基盤技術」を活かしながら、他社

との差別化を図り、オンリーワン企業として顧客企業に必要とされる存在を確立すべく取組んでまいり

ます。営業面では顧客とのパートナーシップを深め、新規案件の取込に一層注力していくとともに、人材

面では新卒研修を始めとした研修体系のさらなる充実を図り、高度化する技術や顧客ニーズに対応でき

るスキルを育成するための投資を積極的に行ってまいります。

また、SaaS
(注)２

型ログ統合・証跡管理サービス「Log Shelter（ログシェルター）」を、平成20年４月

よりサービス提供開始するなど、今後も当社の技術をベースとした新たな取組みを進めてまいります。

以上のことから、平成21年３月期の通期業績は、売上高16,000百万円、営業利益1,600百万円、経常利益

1,600百万円、当期純利益920百万円を予定しております。

　

(注) ２ SaaS

「Software as a Service」の略。ソフトウェアの機能のうち、ユーザが必要とするものだけをサービスとし

て利用できるようにしたソフトウェアの配布形態。サービス型ソフトウェアとも呼ばれる。
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(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当事業年度における資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、「１　業績等の概

要」の「(2)　キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資については、開発環境の強化、新規サービス設備の取得を目的とした設備投資を継

続的に実施しております。

当事業年度の設備投資の額は、102百万円であります。

なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　

　

２ 【主要な設備の状況】

平成20年３月31日現在

事業所名

(所在地)

事業部門別

の名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)
建物 器具備品 その他 合計

本社　新宿オフィス

(東京都新宿区)

本社

金融システム事業部

産業システム事業部

基盤エンジニアリング

事業部

営業推進室

特別プロジェクト推進

室

技術統括本部

本社部門及びシステム

開発に係る事務所設備

等

2,44028,4439,33540,219 589

大阪オフィス

(大阪市中央区)
西日本事業部

システム開発に係る事

務所設備等
705 2,892 57 3,655 160

日本橋オフィス

(東京都中央区)
金融システム事業部

システム開発に係る事

務所設備等
2,029 1,440 ─ 3,470 30

ＣＳＫ　ｅサービスデー

タセンター

(千葉県印西市)

─ 情報サービス設備 ─ 38,76548,52187,286 ─

合計 5,17571,54157,913134,631 779

(注) １　建物については賃借しております。

２　顧客先に常駐している従業員等は、東日本地区は新宿オフィス、西日本地区は大阪オフィスに含めております。

３　生産能力に重要な影響を及ぼす設備の休止はありません。

４　外部に賃貸している設備はありません。

５　帳簿価額のうち、「その他」の主なものはソフトウェアであります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設等の計画はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000

計 240,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,591 68,591
東京証券取引所
市場第二部

―

計 68,591 68,591 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年４月１日～
平成17年３月31日
(注)１

329 67,329 9,705 636,955 9,705 603,655

平成17年４月１日～
平成18年３月31日
(注)１

421 67,750 12,419 649,375 12,419 616,075

平成18年４月１日～
平成19年３月31日
(注)１

841 68,591 24,809 674,184 24,809 640,884

（注）１　新株予約権の行使による増加であります。

２　平成19年４月１日以降提出日現在までに、発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増減はありません。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 4 7 14 8 ─ 2,2192,252 ―

所有株式数
(株)

─ 1,113 299 48,804 881 ─ 17,49468,591 ―

所有株式数
の割合(％)

─ 1.62 0.44 71.16 1.28 ─ 25.5100.00 ―

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＣＳＫホールディングス 東京都港区南青山２丁目26－１ 47,680 69.51

ＪＩＥＣ社員持株会 東京都新宿区西新宿６丁目24－１ 5,609 8.18

全日空システム企画株式会社 東京都大田区羽田空港３丁目５－10 1,000 1.46

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 748 1.09

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー　５０
５０２５(常任代理人　株式会社み
ずほコーポレート銀行　兜町証券
決済業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

543 0.79

岩本　卓也 東京都江戸川区 422 0.62

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 341 0.50

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目11－１ 272 0.40

堀江　豊 福井県小浜市 270 0.39

シービーエヌワイディエフエイ　
インベストトラストカンパニー　
ジャパン　スモールカンパニーシ
リーズ(常任代理人　シティバンク
銀行株式会社　証券業務部)

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,CA 
90401 USA
(東京都品川区東品川２丁目３－14)

199 0.29

計 ― 57,084 83.22
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　68,591 68,591
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 68,591 ― ―

総株主の議決権 ― 68,591 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は株主の皆様に対する利益還元を、経営の重要課題として認識しております。そのためには、企業が

社会的責任を負い、社会に貢献するとともに、絶えず成長性、技術力、開発力、株主資本利益率の向上に努め、

健全な経営基盤を確保することが肝要であると考えております。また、利益配当につきましては、業績、配当

性向、内部留保等を総合的に勘案し、株主の皆様に納得していただけるように配慮し、安定的な配当を継続

して行うことを基本方針としております。なお、内部留保につきましては、将来の事業展開のための設備投

資資金や、より高度な技術に対する教育に活用し、事業の拡大に努めてまいります。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

この方針に基づき、平成20年３月期の期末配当につきましては、１株当たり普通配当500円増配の1,500円

といたしました。これにより年間配当は中間配当1,000円と合わせて１株当たり2,500円となります。

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることが出来る旨を定款に定めております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成19年10月25日
取締役会決議

68,591 1,000

平成20年６月20日
定時株主総会決議

102,886 1,500

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 220,000 172,000 154,000 142,000 132,000

最低(円) 37,700 100,000 90,000 90,000 80,100

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 117,000 111,000 109,000 102,000 98,800 91,000

最低(円) 103,000 98,400 100,000 85,200 91,000 80,100

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名
氏名

(生年月日)
略歴 任期

所有
株式数
(株)

代表取締役
社長

―
古　沼　政　則

(昭和30年６月８日生)

昭和54年４月 コンピューターサービス株式会社(現　株式会社ＣＳ

Ｋホールディングス)入社

(注)２ ―

平成７年６月 株式会社ＣＳＫ(現　株式会社ＣＳＫホールディング

ス)取締役

平成13年６月 同社常務取締役

平成14年６月 同社専務取締役

平成15年３月 当社取締役

平成15年４月 日本フィッツ株式会社代表取締役社長

平成15年６月 当社取締役退任

平成17年２月 株式会社ＣＳＫ証券サービス代表取締役社長

平成17年８月 同社取締役

平成19年４月 当社顧問

平成19年６月 当社代表取締役社長(現在)

取締役
事業部門
統括

山　本　裕　文
(昭和32年６月23日生)

昭和56年４月 宇部興産株式会社入社

(注)２ 40

昭和62年２月 当社入社

平成11年３月 当社取締役

平成14年３月 当社常務取締役

平成17年６月 当社取締役

平成18年４月 当社取締役事業部門統括(現在)

取締役 管理本部長
服　部　峰　生

(昭和33年10月２日生)

昭和53年８月 コンピューターサービス株式会社(現　株式会社ＣＳ

Ｋホールディングス)入社

(注)２ 40平成２年７月 当社入社

平成11年３月 当社取締役

平成18年４月 当社取締役管理本部長(現在)

取締役 ―
福　山　義　人

(昭和24年12月20日生)

昭和47年４月 コンピューターサービス株式会社(現　株式会社ＣＳ

Ｋホールディングス)入社

(注)２ ―

昭和63年12月 株式会社ＣＳＫ(現　株式会社ＣＳＫホールディング

ス)取締役

平成６年６月 同社常務取締役

平成12年６月 同社専務取締役

平成14年６月 同社代表取締役副社長

平成15年６月 同社取締役

平成16年６月 当社取締役

平成16年７月 株式会社ＣＳＫ代表取締役

平成16年10月 同社代表取締役会長

平成17年６月 当社取締役退任

平成17年10月 株式会社ＣＳＫホールディングス代表取締役社長

(現在)

平成18年６月 当社取締役(現在)

(他の会社の代表状況)

株式会社ＣＳＫホールディングス代表取締役社長

取締役 ―
鈴　木　孝　博

(昭和27年８月15日生)

昭和50年４月 野村證券株式会社入社

(注)２ ―

平成９年２月 株式会社ＣＳＫ(現　株式会社ＣＳＫホールディング

ス)入社

平成14年６月 株式会社サービスウェア・コーポレーション代表取

締役副社長

平成15年６月 株式会社ＣＳＫ取締役

平成16年10月 同社代表取締役

平成17年10月 株式会社ＣＳＫホールディングス代表取締役(現在)

平成18年６月 当社取締役(現在)

平成19年４月 株式会社ＣＳＫビジネスサービス(現　株式会社ＣＳ

Ｋアドミニストレーションサービス)代表取締役社

長(現在)

(他の会社の代表状況)

株式会社ＣＳＫホールディングス代表取締役

株式会社CSK CHINA CORPORATION 代表取締役社長

株式会社ＣＳＫアドミニストレーションサービス代表取締役社長
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役名 職名

氏名
(生年月日)

略歴 任期
所有
株式数
(株)

常勤監査役 ―
北　谷　利　之

(昭和32年１月６日生)

昭和50年４月 コンピューターサービス株式会社(現　株式会社ＣＳ

Ｋホールディングス)入社

(注)３ ―

平成13年８月 株式会社ＣＳＫ(現　株式会社ＣＳＫホールディング

ス)人事本部長

平成16年２月　 同社ＢＰ部・グループ調達部担当兼事業管理部長

平成16年４月 同社執行役員ＢＰ部・グループ調達部担当兼事業管

理部長

平成17年６月 株式会社ベリサーブ取締役

平成17年８月 同社常務取締役(現在)

平成20年６月 当社常勤監査役(現在)

監査役 ―
清　水　康　司

(昭和37年７月24日生)

昭和62年４月 株式会社ＣＳＫ(現　株式会社ＣＳＫホールディング

ス)入社

(注)３ ―

平成14年９月 同社経営企画室部門長

平成15年６月 同社総合企画部部門長

平成16年３月 同社総合企画部課長

平成17年２月 同社総合企画部長

平成20年４月 株式会社ＣＳＫホールディングス執行役員経理部担

当内部統制推進室担当経理部長(現在)

平成20年６月 当社監査役(現在)

監査役 ―
土　倉　茂　浩

(昭和37年４月30日生)

昭和60年４月 コンピューターサービス株式会社(現　株式会社ＣＳ

Ｋホールディングス)入社
(注)４ ―

平成16年２月 同社財務部長(現在)

平成18年６月 当社監査役(現在)

計 80

　 (注) １　監査役清水康司氏及び土倉茂浩氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　任期は平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

３　任期は平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

４　任期は平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

５　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名
(生年月日)

略歴 任期
所有
株式数
(株)

岡　田　智　之
(昭和43年12月25日生)

平成３年４月 株式会社ＣＳＫ(現　株式会社ＣＳＫホールディング

ス)入社

 (注) ―平成17年４月 同社経理部第一経理課主事

平成20年４月 株式会社ＣＳＫホールディングス経理部第一経理課

長(現在)

(注) 任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

　

(ご参考)

当社は、意思決定の迅速化と権限の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。

当有価証券報告書提出日現在における執行役員は次のとおりであります。

専務執行役員 山　本　裕　文※ 事業部門統括

常務執行役員 馬　場　芳　彦 金融システム第２事業部長

服　部　峰　生※ 管理本部長

山　菅　利　彦 技術統括本部長

執行役員 上　田　耕　司 西日本事業部長

宮　井　裕　充 産業システム事業部長

伊　藤　裕　康 基盤エンジニアリング事業部長

久　保　　　修 金融システム第１事業部長

(注)　※を付した執行役員は取締役を兼任しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社はコーポレート・ガバナンスについて、経営上の重要課題として位置づけております。「株主、顧

客、社員、そして社会から存在を期待される企業」として、継続的に企業価値の拡大を目指すという経営

方針を実現するために、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施していくことを基本とし

ております。

　

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等

① 会社の機関の基本構成

当社は、監査役会制度採用会社であります。当社は、コーポレート・ガバナンスの強化、充実を図るこ

とを目的として、執行役員制度を導入しております。この執行役員制度における執行役員と会社との契

約形態は委任型とし、任期は１年としております。

また、経営環境の変化に機動的に対応できる経営体制を確立するため、取締役の任期は１年としてお

り、役員退職慰労金制度については実質的に廃止しております。

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

ａ 取締役会

取締役会は５名で構成されており、会社の経営方針、経営戦略、事業計画、重要な財産の取得及び処

分、重要な組織及び人事に関する意思決定、並びに業務執行の監督を行っております。

取締役会は原則として毎月１回開催し、必要に応じ臨時取締役会を適宜開催しております。取締役

会には取締役のほか、監査役が常に出席しております。

事業推進に当たっては、ビジネス環境に柔軟かつ迅速に対応するため事業部制を導入し、収益性や

投資効率の最大化を図っております。
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ｂ 執行役員会

定常的な事業運営上の重要事項につきましては、執行役員会を毎週実施することにより、効率的事

業運営を行っております。取締役会に付議される事項は、事前に執行役員会において十分に審議及び

議論を行う体制となっております。

ｃ 監査役会

監査役会は社外監査役２名を含む３名で構成され、各監査役は監査役会が策定した監査計画に

従って監査しております。業務活動の全般にわたり、方針、計画、手続の妥当性や業務実施の有効性、

法律、法令遵守状況等につき、取締役会、執行役員会への出席、重要な書類の閲覧などを通じた監査を

行い、これらの結果を監査役会に報告しております。さらに監査役会は会計監査人から監査の方法と

結果につき報告を受けるとともに、内部監査室より社内監査の方法と結果についても報告を受けて

おります。

③内部監査及び監査役監査の状況

当社は内部監査組織として専任スタッフ３名からなる内部監査室を設置しております。内部監査室

は、内部統制の有効性及び実際の業務遂行状況につき、全部門を対象に業務監査を計画的に実施してお

ります。監査計画並びに実施結果は、経営トップマネジメント及び監査役に対し、随時報告しておりま

す。同時に、被監査部門に対して改善事項の指摘・指導を行い、改善進捗状況を毎月報告させることに

より実効性の高い監査を実施しております。さらに、ＣＳＫグループ全体の取り組みとして定期的に開

催されるグループ監査連絡会にも参加し、監査の有効性向上、情報交換を行っております。

なお、監査役と内部監査室は効果的に監査するために随時監査連絡会を開催して相互連携を図って

おります。

会計監査人は、新日本監査法人であり、会社法及び金融商品取引法の定めに基づく監査を受けており

ます。監査計画及び監査結果は監査役会に報告され、監査役会は内容について慎重に協議を行っており

ます。

④会計監査の状況

当社は新日本監査法人を会計監査人として選任しております。当社は、同監査法人から、会社法及び

金融商品取引法の定めに基づく監査を受けており、会計処理等につき監査を受け、随時、課題について

も協議・検討を行っております。当社と会計監査人の間に特別な利害関係はありません。なお、平成20

年３月期に業務を執行した公認会計士は以下の通りです。

業務を執行した公認会計士の氏名

　業務執行社員　公認会計士　井出　隆

　業務執行社員　公認会計士　日高　真理子

　業務執行社員　公認会計士　北川　卓哉

(注) 継続監査年数が７年未満であるため継続監査年数の記載を省略しております。

補助者の構成

　公認会計士　６名、その他　11名
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⑤社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外監査役である清水康司氏は、株式会社ＣＳＫホールディングスの執行役員経理部担当内

部統制推進室担当経理部長であり、土倉茂浩氏は株式会社ＣＳＫホールディングスの財務部長であり

ます。

⑥取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨を定款に定めております。

⑦取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

⑧取締役会で決議することができる株主総会決議事項

ａ 自己の株式の取得

当社は、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議を

もって自己株式を取得することができる旨定款に定めております。

ｂ 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決

議により、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株式質権者に対し、

中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

(3) リスク管理体制の整備の状況

当社は、リスク管理の中核を担う組織体制として、コンプライアンス委員会を設置しており、法令及び

企業倫理の遵守を徹底するための仕組み作りを推進しております。その一環として、コンプライアンスに

係る報告・情報提供を適切に収集できるヘルプライン制度を設置し、万一の問題発生時に迅速に対応で

きる体制を構築しております。

ＣＳＫグループ全体の取り組みといたしましては、定期的に開催されるグループスタッフ連絡会議に

おいて連携及び情報交換を行っており、ＣＳＫグループ全体としての法令遵守・企業倫理に関する統一

基準を定めた「ＣＳＫグループ企業行動憲章」「ＣＳＫグループ役員社員行動基準」を平成16年４月よ

り施行しております。

また、個人情報保護の積極的推進策の一環として、プライバシーマークを取得しております。

(4) 役員報酬の内容

当社の取締役５名に対し61百万円、当社の監査役３名に対し14百万円支給しており、役員報酬は総額75

百万円となっております。

(5) 監査報酬の内容

当社の新日本監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、15百万円と

なっております。

上記以外に、財務報告目的の内部統制の整備・運用・評価等に係る助言業務に基づく報酬は３百万円

となっております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日

まで）の財務諸表については、みすず監査法人により監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表については、新日

本監査法人により監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。　

第23期事業年度の財務諸表　みすず監査法人　

第24期事業年度の財務諸表　新日本監査法人

　

３　連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,348,455 1,165,842

　２　グループ内預け金 ※１ 2,421,775 4,690,866

　３　売掛金 ※２ 3,037,055 2,795,399

　４　仕掛品 236,504 105,609

　５　前払費用 100,130 116,532

　６　繰延税金資産 327,048 414,999

　７　その他 10,578 25,373

　　流動資産合計 8,481,54991.1 9,314,62391.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 8,842 8,842

　　　　減価償却累計額 △2,743 6,098 △3,666 5,175

　　(2) 器具備品 151,014 173,405

　　　　減価償却累計額 △103,10147,913 △101,86371,541

　　　有形固定資産合計 54,0110.6 76,7170.7

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 39,067 53,741

　　(2) 電話加入権 3,057 3,057

　　(3) その他 1,290 1,114

　　　無形固定資産合計 43,4150.4 57,9130.6

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 288,570 292,280

　　(2) 従業員長期貸付金 870 －

　　(3) 長期前払費用 2,208 1,375

　　(4) 敷金及び保証金 ※２ 239,362 238,043

　　(5) 前払年金費用 201,332 222,396

　　(6) その他 2,800 950

　　　　貸倒引当金 － △949

　　　投資その他の資産合計 735,1437.9 754,0947.4

　　固定資産合計 832,5718.9 888,7268.7

　資産合計 9,314,121100.0 10,203,349100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 640,951 553,683

　２　未払金 18,171 16,164

　３　未払費用 175,088 297,285

　４　未払法人税等 458,762 484,133

　５　未払消費税等 84,038 96,255

　６　前受金 52,120 35,020

　７　預り金 34,782 66,256

　８　賞与引当金 690,216 732,445

　　流動負債合計 2,154,13123.1 2,281,24422.4

Ⅱ　固定負債

　１　繰延税金負債 81,726 94,850

　２　役員退職慰労引当金 13,476 13,004

　　固定負債合計 95,2021.0 107,8541.0

　負債合計 2,249,33424.1 2,389,09823.4

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 674,184 674,184

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 640,884 640,884

　　　資本剰余金合計 640,884 640,884

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 33,640 33,640

　　(2) その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 533 －

　　　　別途積立金 5,000,000 5,500,000

　　　　繰越利益剰余金 699,844 947,641

　　　利益剰余金合計 5,734,018 6,481,282

　　株主資本合計 7,049,08775.7 7,796,35176.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

15,699 17,899

　　評価・換算差額等合計 15,6990.2 17,8990.2

　純資産合計 7,064,78775.9 7,814,25176.6

　負債純資産合計 9,314,121100.0 10,203,349100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 14,697,403100.0 15,197,138100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 11,717,37079.7 11,804,61977.7

　　売上総利益 2,980,03320.3 3,392,51822.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 1,791,11512.2 1,836,08612.1

　　営業利益 1,188,9188.1 1,556,43110.2

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※３ 10,606 27,063

　２　団体定期保険配当金 5,296 6,711

　３　その他 6,492 22,3950.2 7,196 40,9720.3

Ⅴ　営業外費用

　１　証券代行手数料 9,459 9,4590.1 9,140 9,1400.1

　　経常利益 1,201,8548.2 1,588,26310.4

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※４ ― ― ― 17 17 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※５ 2,605 ―

　２　固定資産除却損 ※６ 758 17,449

　３　その他 ― 3,3630.0 2,799 20,2490.1

　　　税引前当期純利益 1,198,4918.2 1,568,03110.3

　　　法人税、住民税及び事業税 547,324 742,775

　　　法人税等調整額 △20,626 526,6983.6△76,337 666,4384.4

　　　当期純利益 671,7924.6 901,5935.9
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売上原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費 ※２ 4,864,84341.3 5,129,79543.9

Ⅱ　外注費 6,171,65352.5 6,006,36951.5

Ⅲ　購入品費 308,6722.6 215,7191.8

Ⅳ　経費

　　　教育費 28,357 23,077

　　　賃借料 140,942 116,040

　　　旅費交通費 98,832 66,257

　　　その他 154,684422,8173.6 116,463321,8382.8

　　当期総製造費用 11,767,986100.0 11,673,724100.0

　　期首仕掛品たな卸高 185,887 236,504

合計 11,953,874 11,910,228

　　期末仕掛品たな卸高 236,504 105,609

　　当期売上原価 11,717,370 11,804,619

　

(注)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　１　原価計算の方法

　個別原価計算による実際原価計算であります。

　原価差額は期末において、仕掛品、売上原価に配賦

しております。

　１　原価計算の方法

同左

※２　労務費のうち引当金繰入額 ※２　労務費のうち引当金繰入額

賞与引当金繰入額 566,857千円 賞与引当金繰入額 614,344千円
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本
評価・換算

差額等

純資産

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他

有価証券

評価差額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

特別償却

準備金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高

(千円)
649,375616,07533,6402,8964,700,000444,2826,446,26913,4276,459,697

事業年度中の変動額

　新株の発行 24,80924,809 ― ― ― ― 49,619 ― 49,619

　特別償却準備金の

　取崩
― ― ― △2,362 ― 2,362 ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ― ― 300,000△300,000 ― ― ―

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― △118,593△118,593 ― △118,593

　当期純利益 ― ― ― ― ― 671,792671,792 ― 671,792

　株主資本以外の項目

　の事業年度中の変動

　額(純額)

― ― ― ― ― ― ― 2,271 2,271

事業年度中の変動額

合計(千円)
24,80924,809 ― △2,362300,000255,562602,8182,271605,090

平成19年３月31日残高

(千円)
674,184640,88433,640 5335,000,000699,8447,049,08715,6997,064,787

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本
評価・換算

差額等

純資産

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他

有価証券

評価差額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

特別償却

準備金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高

(千円)
674,184640,88433,640 5335,000,000699,8447,049,08715,6997,064,787

事業年度中の変動額

　特別償却準備金の

　取崩
― ― ― △533 ― 533 ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ― ― 500,000△500,000 ― ― ―

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― △154,329△154,329 ― △154,329

　当期純利益 ― ― ― ― ― 901,593901,593 ― 901,593

　株主資本以外の項目

　の事業年度中の変動

　額(純額)

― ― ― ― ― ― ― 2,200 2,200

事業年度中の変動額

合計(千円)
― ― ― △533 500,000247,797747,2632,200749,464

平成20年３月31日残高

(千円)
674,184640,88433,640 ― 5,500,000947,6417,796,35117,8997,814,251
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】
　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　営業収入 14,606,564 15,421,694

　　外注費の支払及び購入による支出 △6,384,120 △6,309,358

　　人件費の支出 △5,715,724 △5,944,897

　　その他の営業支出 △1,107,577 △1,131,907

小計 1,399,141 2,035,531

　　利息及び配当金の受取額 10,730 26,865

　　法人税等の支払額 △257,627 △719,146

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,152,243 1,343,250

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △9,418 △50,706

　　有形固定資産の売却による収入 ― 1,033

　　無形固定資産の取得による支出 ― △54,933

　　投資有価証券の取得による支出 △100,000 ―

　　敷金・保証金の支払による支出 △3,120 △288

　　敷金・保証金の解約による収入 4,345 1,607

　　その他 △1,885 1,710

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △110,079 △101,575

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　株式の発行による収入 49,619 ―

　　配当金の支払額 △118,434 △155,196

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △68,815 △155,196

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 973,349 1,086,478

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 3,796,882 4,770,231

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 4,770,231 5,856,709
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく

時価法

(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

仕掛品

個別法による原価法

仕掛品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法により償却しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　10～15年

器具備品　４～15年

(1) 有形固定資産

定率法により償却しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　10～15年

器具備品　４～15年

  (会計方針の変更)

当事業年度から、法人税法の改正

に伴い、平成19年４月１日以降に取

得したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しており

ます。

これによる損益に与える影響は軽

微であります。

  (追加情報)

当事業年度から、法人税法の改正

に伴い、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌事業年度

から５年間で備忘価額まで均等償却

する方法によっております。

これによる損益に与える影響は軽

微であります。

(2) 無形固定資産

定額法により償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額法により償

却しております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法により償却しております。

(3) 長期前払費用

同左

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

なお、当事業年度においては該当

がないため計上しておりません。

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(12年)による定額法によ

り翌事業年度から費用処理しており

ます。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員への退職慰労金支給に備える

ため、内規による必要額を計上して

おります。

なお、当社は内規を改定し、平成16

年６月23日の株主総会後必要額は増

加いたしません。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３か月以内に償還期限及び満期

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

同左
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会計方針の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。

　　これによる損益に与える影響はありません。

　　なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

7,064,787千円であります。

　　また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。

───────

　

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(損益計算書)

　　前事業年度において区分掲記しておりました営業外収

益の「受取配当金」(当事業年度600千円)及び「生命

保険事務代行手数料」(当事業年度2,133千円)は、営業

外収益の総額の100分の10以下となったため、当事業年

度においては営業外収益の「その他」に含めて表示し

ております。

(損益計算書)

───────

　

　

注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　「グループ内預け金」は、「ＣＳＫグループ・

キャッシュマネジメントシステム」(ＣＭＳ：ＣＳ

Ｋグループの資金効率化を目的)による預入れであ

ります。なお、当該預け先は、ＣＭＳの母体であり当

社の親会社でもある株式会社ＣＳＫホールディング

スであります。

※１　　　　　 　　　　同左

※２　　　　　　　─────── ※２　関係会社に対するものが、次のとおり含まれており

ます。

売掛金 171,272千円

敷金及び保証金 215,285千円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　当期製造費用及び一般管理費に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

当期製造費用 1,125千円

※１　　　　　　　───────

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。なお、販売費の割合は僅少につ

き一般管理費のみ記載いたしております。

役員報酬 196,787千円

給与手当 470,148千円

従業員賞与 97,585千円

賞与引当金繰入額 123,358千円

法定福利費 92,648千円

家賃 167,052千円

減価償却費 50,386千円

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。なお、販売費の割合は僅少につ

き一般管理費のみ記載いたしております。

役員報酬 187,303千円

給与手当 465,615千円

従業員賞与 93,534千円

賞与引当金繰入額 112,244千円

法定福利費 97,546千円

家賃 181,844千円

減価償却費 47,475千円

※３　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息 10,606千円

※３　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息 25,146千円

※４　　　　　　　─────── ※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

器具備品 17千円

※５　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

電話加入権 2,605千円

※５　　　　　　　───────

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

器具備品 571千円

その他 186千円

　計 758千円

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

器具備品 1,163千円

ソフトウェア 16,069千円

その他 216千円

　計 17,449千円

　

EDINET提出書類

株式会社ジェー・アイ・イー・シー(E05110)

有価証券報告書

35/53



(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

発行済株式
前事業年度末株式数

(株)

当事業年度

増加株式数(株)

当事業年度

減少株式数(株)

当事業年度末株式数

(株)

普通株式 67,750 841 ― 68,591

(注)　新株予約権行使による増加であります。

　

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月22日
定時株主総会

普通株式 67,750 1,000平成18年３月31日 平成18年６月23日

平成18年10月26日
取締役会

普通株式 50,843 750平成18年９月30日 平成18年12月５日

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 85,738 1,250平成19年３月31日 平成19年６月22日

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

発行済株式
前事業年度末株式数

(株)

当事業年度

増加株式数(株)

当事業年度

減少株式数(株)

当事業年度末株式数

(株)

普通株式 68,591 ― ― 68,591

　

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日
定時株主総会

普通株式 85,738 1,250平成19年３月31日 平成19年６月22日

平成19年10月25日
取締役会

普通株式 68,591 1,000平成19年９月30日 平成19年12月４日

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 102,886 1,500平成20年３月31日 平成20年６月23日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,348,455千円

グループ内預け金勘定 2,421,775千円

現金及び現金同等物 4,770,231千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,165,842千円

グループ内預け金勘定 4,690,866千円

現金及び現金同等物 5,856,709千円

　

(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　借手側

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　借手側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却累計
額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具備品 51,60919,62631,983

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却累計
額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具備品 56,25734,81321,443

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 15,667千円

１年超 16,778千円

合計 32,445千円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 15,804千円

１年超 6,126千円

合計 21,931千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 15,946千円

減価償却費相当額 15,211千円

支払利息相当額 938千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 17,214千円

減価償却費相当額 16,494千円

支払利息相当額 752千円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について)

同左
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(有価証券関係)

　

前事業年度(平成19年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

①　株式 60,600 92,600 32,000

②　債券

　　　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 60,600 92,600 32,000

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

①　株式 ― ― ―

②　債券

　　　社債 100,000 99,590 △410

③　その他 101,500 96,380 △5,120

小計 201,500 195,970 △5,530

合計 262,100 288,570 26,470

　

２　当事業年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。

　

３　時価評価されていない主な有価証券

該当事項はありません。

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

　
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

①　債券

　　　社債 ― ― 99,590 ―

②　その他 ― ― ― ―

合計 ― ― 99,590 ―
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当事業年度(平成20年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

①　株式 60,600 87,800 27,200

②　債券

　　　社債 100,000 102,900 2,900

③　その他 101,500 101,580 80

小計 262,100 292,280 30,180

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

①　株式 ― ― ―

②　債券

　　　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 262,100 292,280 30,180

　

２　当事業年度中に売却したその他有価証券

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

３　時価評価されていない主な有価証券

該当事項はありません。

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

　
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

①　債券

　　　社債 ― ― 102,900 ―

②　その他 ― ― ― ―

合計 ― ― 102,900 ―

　

(デリバティブ取引関係)

　

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当事業年度（自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日）のいずれにおいてもデリバティブ取引を利用していないため該当事項はあり

ません。

　

EDINET提出書類

株式会社ジェー・アイ・イー・シー(E05110)

有価証券報告書

39/53



(退職給付関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度

を、確定拠出型の制度として企業型年金制度を設けて

おります。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

　
２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)
　

①退職給付債務 △1,474,382千円

②年金資産 1,656,072千円

③未積立退職給付債務(①＋②) 181,690千円

④未認識数理計算上の差異 19,641千円

⑤貸借対照表計上純額

　(③＋④)
201,332千円

⑥前払年金費用 201,332千円

⑦退職給付引当金(⑤－⑥) ― 千円

　
２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)
　

①退職給付債務 △1,566,647千円

②年金資産 1,630,673千円

③未積立退職給付債務(①＋②) 64,025千円

④未認識数理計算上の差異 158,370千円

⑤貸借対照表計上純額

　(③＋④)
222,396千円

⑥前払年金費用 222,396千円

⑦退職給付引当金(⑤－⑥) ― 千円

　
３　退職給付費用に関する事項

　　(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
　

①勤務費用 98,836千円

②利息費用 31,777千円

③期待運用収益 △50,450千円

④数理計算上の差異の費用処理額 △3,027千円

⑤退職給付費用

　(①＋②＋③＋④)
77,135千円

　
３　退職給付費用に関する事項

　　(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
　

①勤務費用 110,008千円

②利息費用 36,658千円

③期待運用収益 △51,568千円

④数理計算上の差異の費用処理額 12,214千円

⑤退職給付費用

　(①＋②＋③＋④)
107,313千円

⑥その他 38,142千円

  合計(⑤＋⑥) 145,456千円

(注)　「⑥その他」は、確定拠出年金掛金の支払額であ
ります。

　
４　退職給付債務等の計算基礎に関する事項
　

①割引率 2.5％

②期待運用収益率 3.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④過去勤務債務の処理年数 12年

⑤数理計算上の差異の処理年数 12年

　
４　退職給付債務等の計算基礎に関する事項
　

①割引率 2.5％

②期待運用収益率 3.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④過去勤務債務の処理年数 12年

⑤数理計算上の差異の処理年数 12年
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(ストック・オプション等関係)

　

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

平成15年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役８名、当社従業員701名

株式の種類別ストック・オプションの数　　　(注) 普通株式　2,010株

付与日 平成15年５月30日

権利確定条件 (1)新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時にお

いても当社の取締役または従業員であること。但し、新株

予約権発行日において当社の取締役の地位にあった者が

取締役の地位を喪失した場合、及び当社の従業員の地位

にあった者が定年退職により従業員の地位を喪失した場

合、それぞれの地位の喪失後２年間(但し、平成16年４月

１日から平成19年３月31日までの権利行使期間の範囲内

とする)は権利を行使できるものとする。

(2)権利行使時において当社の取締役または従業員の地

位を喪失した場合といえども、当社、または当社と人的・

資本的関係のある会社の取締役、監査役、従業員として在

籍する場合は、権利を行使できるものとする。

対象勤務期間 平成15年３月31日在籍者

権利行使期間 平成16年４月１日～平成19年３月31日

(注)　株式数に換算して記載しております。

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につ

いては、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

平成15年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　(株)

　前事業年度末 ―

　付与 ―

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 ―

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　(株)

　前事業年度末 964

　権利確定 ―

　権利行使 841

　失効 19

　未行使残 104

　

②単価情報

平成15年ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　　　　　　　　　(円) 59,000

行使時平均株価　　　　　　　　　　　　　(円) 117,067

付与日における公正な評価単価　　　　　　(円) ―
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

前事業年度末のストック・オプションの未行使残104株は、権利行使期間を経過し全株失効のため、

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 280,848千円

減価償却費 8,715千円

役員退職慰労引当金 5,483千円

ゴルフ会員権評価損 8,829千円

未払事業税 37,796千円

その他 8,337千円

繰延税金資産小計 350,010千円

評価性引当額 △11,169千円

繰延税金資産合計 338,841千円

(繰延税金負債)

前払年金費用 △82,382千円

その他有価証券評価差額金 △10,770千円

特別償却準備金 △365千円

繰延税金負債合計 △93,519千円

繰延税金資産の純額 245,321千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 295,649千円

減価償却費 5,466千円

役員退職慰労引当金 5,291千円

未払事業税 40,491千円

その他 86,454千円

繰延税金資産小計 433,352千円

評価性引当額 △9,969千円

繰延税金資産合計 423,383千円

(繰延税金負債)

前払年金費用 △90,954千円

その他有価証券評価差額金 △12,280千円

繰延税金負債合計 △103,234千円

繰延税金資産の純額 320,149千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8％

住民税均等割 0.5％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0％

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異が法定実効税率の100分の５以下であるため

注記を省略しております。

　

(持分法損益等)

　

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当事業年度（自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日）のいずれにおいても該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

株式会社
ＣＳＫ
ホール
ディング
ス

東京都
港区

72,790持株会社
直接
(被所有)
69.5

兼任３人

事務所の
賃借及び
資金の預
入れ

事務所の賃
借

241,007
敷金及び
保証金

215,285

資金の預入
れ

425,961
グループ
内預け金

2,421,775

利息の受取
り

10,606未収収益 1,876

(注) １　取引条件ないし取引条件の決定方針等については、一般的取引条件と同様に決定しております。
２　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の
子会社

株式会社
ＣＳＫシ
ステムズ

東京都
港区

10,000

システム・
イ ン テ グ
レーション
サービス

なし 兼任４人
ソ フ ト
ウェア開
発の受注

ソフトウェ
ア開発の受
注

1,550,785売掛金 87,932

(注) １　取引条件ないし取引条件の決定方針等については、一般的取引条件と同様に決定しております。
２　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

株式会社
ＣＳＫ
ホール
ディング
ス

東京都
港区

73,225持株会社
直接
(被所有)
69.5

兼任２人

事務所の
賃借及び
資金の預
入れ

事務所の賃
借

237,598
敷金及び
保証金

215,285

資金の預入
れ

2,269,090
グループ
内預け金

4,690,866

利息の受取
り

25,146未収収益 3,827

(注) １　取引条件ないし取引条件の決定方針等については、一般的取引条件と同様に決定しております。
２　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ジェー・アイ・イー・シー(E05110)

有価証券報告書

43/53



(企業結合等関係)

　

該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 102,998.75円１株当たり純資産額 113,925.32円

１株当たり当期純利益 9,898.52円１株当たり当期純利益 13,144,49円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

9,841.68円
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 671,792千円 901,593千円

普通株主に帰属しない金額 ― 千円 ― 千円

普通株式に係る当期純利益 671,792千円 901,593千円

普通株式の期中平均株式数 67,868株 68,591株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ― 千円 ― 千円

普通株式増加数 392株 ― 株

(うち新株予約権) (392株) (― 株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

─────── ───────

　

　

(重要な後発事象)

　
該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 その他有価証券 全日本空輸株式会社 200,000 87,800

計 200,000 87,800

　

【債券】

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 その他有価証券
全日本空輸株式会社

第21回無担保社債
100,000 102,900

計 100,000 102,900

　

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 その他有価証券
日興投資信託

「Ｌプラス2003－05」
10,000 101,580

計 10,000 101,580

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

　建物 8,842 ― ― 8,842 3,666 922 5,175

　器具備品 151,01447,64425,253173,405101,86321,83671,541

有形固定資産計 159,85647,64425,253182,247105,53022,75976,717

無形固定資産

　ソフトウェア 349,94355,185111,293293,835240,09324,44153,741

　電話加入権 3,057 ― ― 3,057 ― ― 3,057

　その他 3,514 ― ― 3,514 2,399 175 1,114

無形固定資産計 356,51555,185111,293300,406242,49224,61757,913

長期前払費用 3,606 ― 650 2,956 1,580 617 1,375

(注)　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。　

　　　  ソフトウェア　　除却による減少　　111,293千円

　

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

該当事項はありません。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 ― 949 ― ― 949

賞与引当金 690,216 732,445 690,216 ― 732,445

役員退職慰労引当金 13,476 ― 472 ― 13,004
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 100

預金

当座預金
1,052,269

 

普通預金 111,820

別段預金 1,652

預金合計 1,165,742

合計 1,165,842

　

ｂ　グループ内預け金

　

相手先 金額(千円)

株式会社ＣＳＫホールディングス 4,690,866

合計 4,690,866

　

ｃ　売掛金

ａ)　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

全日空システム企画株式会社 551,752

日本アイ・ビー・エム株式会社 316,339

株式会社ジェイティービー情報システム 252,637

ニッセイ情報テクノロジー株式会社 231,731

株式会社野村総合研究所 227,744

その他　66社 1,215,193

合計 2,795,399

　

ｂ)　売掛金の回収状況及び滞留状況

　

前期繰越高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

3,037,05515,939,89416,181,5512,795,399 85.3 66.8

(注) １　当事業年度回収高には、前受金による回収を含めております。

２　上記の各金額には、消費税等を含めております。
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ｄ　仕掛品

　

区分 金額(千円)

労務費 39,028

外注費 56,965

経費 9,614

合計 105,609

　

　

②　流動負債

ａ　買掛金

　

相手先 金額(千円)

インフォテックソリューション株式会社 33,299

コガソフトウェア株式会社 32,280

日本情報通信株式会社 22,256

株式会社サイバース 18,901

株式会社宮崎情報処理センター 17,423

その他　235社 429,521

合計 553,683

　

(3) 【その他】

①　決算日後の状況

特記事項はありません。

　

②　重要な訴訟事件等

当社は、日本通運株式会社より同社のシステム開発業務を受託し実施しておりましたが、本番稼動に

向けたテスト及び本番稼動の際、他社製品に起因したシステム障害が発生しました。当社は障害発生原

因の調査に要した費用及び料金の一部として合計79,800千円の支払いを同社に求めましたが、支払い

が拒絶されたため、同社に対して平成18年11月24日にその支払いを求める訴訟を東京地方裁判所に提

起しました。

これに対し、同社は、当社に対して平成19年３月８日にシステム障害の回復や本番稼動の遅延に起因

して被った損害として168,000千円の支払いを求める反訴を東京地方裁判所に提起しました。

上記については、現在係争中であります。　
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株の買取り

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)　平成20年６月20日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりとな

りました。

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。

　http://www.jiec.co.jp
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(１)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第23期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月22日
関東財務局長に提出。

　

(２)
有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第23期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年９月14日
関東財務局長に提出。

　

(３)半期報告書  (第24期中)
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月６日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
　

平成１９年６月２１日

株式会社ジェー・アイ・イー・シー

取　締　役　会　 御　中

　

み　す　ず　監　査　法　人

指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　小　山　　　豁

　

指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　北　川　卓　哉

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ジェー・アイ・イー・シーの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ジェー・アイ・イー・シーの平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
　

平成20年６月20日

株式会社ジェー・アイ・イー・シー

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　井　　出　　　　　隆

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　日　　高　　真 理 子

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　北　　川　　卓　　哉

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ジェー・アイ・イー・シーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第24期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書

及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ジェー・アイ・イー・シーの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事

業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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